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道路工事は、宅地等に近接することも多く、騒音振動に関する法令、基準等を満足させ、騒

音振動対策を適正に実施していく必要がある。しかしながら、規制基準を満たした上で騒音・

振動の苦情を受けた場合、対策を実施すべきなのか、実施する場合、いくらの費用をかけてど

こまで騒音振動低減を行うべきかについては、具体的な指針が定まっていないのが現状である。 

本研究では、実際の騒音振動対策に対して、近年、河川事業などでも適用されているCVM

（仮想市場評価法）を用いて、騒音振動低減の費用便益分析を行い、対策実施の正当性の定量

的評価を試み、今後の騒音振動対策の計画実施の指針のあり方について、分析、考察を行った。 

 

キーワード 騒音振動対策，CVM（仮想市場評価法），費用便益分析 

 

 

1.  はじめに 

 

 建設工事に関連する騒音・振動については、法令や条

例等で数値基準が設けられている。一般に、騒音につい

ては、環境基準、騒音規制法、振動については振動規制

法が主な規制基準となっている。 

公共工事発注者の立場においては、大きく分けて、工

事の計画段階と実施段階で種々の規制基準を満足するよ

うに騒音振動対策を行っていく必要がある。 

 

■工事計画段階 

・工事騒音・振動レベルについて、数理モデル等を用い

て、予測を行い、法令基準等を満足するように設計 

■工事実施段階 

・工事騒音・振動レベルの測定を行いながら、法令基準

等を満足していることを確認し、可能な限り、騒音振動

低減に努める。 

・近隣住民等から騒音振動苦情が無いように努める、可

能な限り、騒音振動苦情に対応するように努める。 

 

 ここで、騒音振動が周囲に与える影響は、近隣住民の

生活スタイルや個々人の感音性等の不確定要素に大きく

左右されるため、「法令基準を満足しているからといっ

て、騒音振動苦情が発生しない、騒音振動対策の必要が 

 

 

 

 

ないというわけでは決してないこと」を肝に銘じておか

なければならない。 

 一般に、公共事業の効果の定量的評価には、費用便益

分析（B/C）が用いられており、騒音振動対策において

は、XdBの騒音振動低減がもたらす便益B(X)と、XdBの

騒音振動低減に必要な対策工の費用C(X)を比較して、

B(X)>C(X)であれば実施すべきと考えられる。C(X)につ

いては、単純に、掛かった費用、もしくは、官積算額で

計上可能である。しかしながら、B(X)については、XdB

の騒音振動低減が近隣住民等にもたらす便益を金額換算

する必要があり推計には一定の工夫が必要である。 

 本研究では、後述のCVM（Contingent Valuation Method：

仮想市場評価法）を用いて、B(X)を推計し、実際に行っ

た騒音振動対策について、費用便益分析を行い、その実

施の正当性の定量的評価を行った。 

 

2.  CVM（仮想市場評価法） 

 

(1)概要 

CVM（Contingent Valuation Method：仮想市場評価法、以

降は単にCVMと記載する。）は、小林ら（2003）1)の 
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表－１ 被験者属性1) 

調査地区 川﨑市住民 

サンプル数 16 

 年齢分布 職業構成 

20代 1 会社員 5 

30代 3 公務員 7 

40代 1 自営業 2 

50代 11 専業主婦 1 

60代 0 パート 1 

調査期間 2002年8月 

 

 

 

 

 

図－１ 提示シナリオ引用1) 

 

研究の中で「非市場材のの価値を対象とする環境質の内

容を説明した上で，その質を向上するために支払っても

良いと考える金額WTP（Willingness to Pay：支払い意思額）

をアンケートによって仮想的な市場を作り出し、直接に

聞き出す計測手法である。」引用1)と説明されている。例

えば、騒音振動対策に関して、簡単に言えば、騒音振動

レベルを２種類実際に提示し（実際に聞いてもらい）、

大きい方の騒音振動レベルから小さい方の騒音振動レベ

ルへと低減させるために、いくらぐらいなら支払っても

良いと考えているかをアンケートによって聞き出すとい

うことになる。 

 

(2)既往の研究のレビュー 

 小林ら（2003）1)の研究では、道路交通騒音について

CVMを用いて、騒音の暴露者主体の昼間(6:00-22:00)と夜

間(22:00-6:00)の時間帯ごとに迷惑の貨幣評価を行ってお

り、騒音貨幣原単位[円/dB/人/年]の推計をしている。騒

音貨幣原単位とは、ある騒音レベルから、1dB低減させ

るために、1人当たり、1年間でいくらなら支払うかとい

う値である。これを求めることで、任意の２つの騒音レ

ベルに対して、小さい方から大きい方へ推移するときの

迷惑の貨幣評価、あるいは大きい方から小さい方へと低

減するときに生じる便益[円]を算定可能となる。 

 

表－２ 騒音提示パターン1) 

時間帯 現況騒音レベル
(dB(A)) 

将来騒音レベル 

(dB(A)) 

昼間 45 50, 55, 60, 65 

夜間 45 50, 55, 60, 65 

 

表－３ 騒音貨幣原単位の調査結果引用1) 

 

 

 

図－２ 騒音低減への支払い意思額WTP1) 

 

a)調査手順（概要） 

①はじめに、被験者（被験者属性を表－１に示す。）に

対し、道路交通騒音の現状と、現在、国が行っている主

な道路交通騒音対策を説明する。 

②被験者が現在住んでいる住宅内の騒音（現況騒音）レ

ベルが近い将来、交通量増に従い増大する（将来騒音）

こと、それに対して防音対策をすると、元の環境を維持

できるという図―２の仮想的なシナリオを提示する。 

③表－２の騒音提示パターンで現況騒音、将来騒音、現

況騒音の順に被験者に15秒ずつ道路交通騒音をヘッドホ

ンで聞いてもらい、時間帯別に各ケースごとの将来騒音

を回避し現況を維持するための1年間のWTPを質問する。 

b)調査結果 

 調査結果を、表－３、図－２に示す。表－３の見方と

しては、例えば、昼間について、現況騒音レベルを

45dBとしたときに、将来騒音レベルが50dBとなるとき

には、現況の45dBを維持するために、一人当たり年間

で5,338×5(dB)=26,690円支払っても良いと考えているこ

とを意味している。図－２については、昼間と夜間につ

いて、現況45dBをベースとして、横軸が将来騒音レベ

ルを示しており、各将来騒音レベルに対して、45dBま

で低減させるためのWTPが縦軸の値となっている。 
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図－３ A地先A交差点 

 

図－４ 騒音振動対策スケジュールと騒音レベルの推移 

 

3.  騒音対策の実例分析 

 

 今回、騒音対策を行ったA地先A交差点を図－３に示

す。対象地域では、地下工事のために、覆工板が敷か

れた仮道路である。対象範囲の延長はa=700m、交通騒

音(線音源)から騒音計の距離はr0=37mである。 

 騒音対策スケジュールと騒音レベルの推移を図－４

に示す。各点は10分ごとの等価騒音レベルをプロット

しており、5つの騒音対策、①ポットホール補修、②段

差擦り付け、③覆工板の取り替え補修、④舗装補修、

⑤切削オーバレイを経て、対策前の騒音レベルが低減

していることを確認できる。 

 対策工の費用Cは、以下の通りである。 

①ポットホール補修 約80万円 

 

 

②段差擦り付け 約20万円 

③覆工板の取り替え補修 約270万円 

④舗装補修 約100万円 

⑤切削オーバーレイ 約2,100万円 

・合計 C=約2,570万円 

 次に騒音対策前後において、騒音計の1点の情報から、

線音源の距離減衰を考慮して、騒音レベルの空間分布

を求める。騒音レベルの空間分布を求めるために、下

記の条件設定を行う。 

・騒音レベルは時間と線音源からの距離のみの関数と

する。 

・線音源の距離減衰は図―５の物理公式を用いる。 
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図―５ 線音源の距離減衰の考え方引用2) 

 

図―６ 騒音対策前後の騒音レベル空間分布（昼間） 

 

表―４に示す騒音対策前後の騒音レベルより、騒音対

策前後の騒音レベルの空間分布を図－６、図―７の通

り求めることができる。 

 

4.  騒音振動対策の費用便益分析 

 

 Ａ地先での騒音振動対策の費用便益分析を行う。騒

音低減による便益Bを算定は下記の流れで行う。 

①線音源から距離r[m]離れた地点の騒音レベルを騒音対

策前後でL前(r)、L後(r)と置く。 

②騒音レベルLから45dBまで低減させるための、昼間、

夜間のWTPをWTP昼(L)、WTP夜(L)と置く。(WTP(L)分布

は図―２の通り) そうすると、WTP昼(L前(r))- WTP昼(L後(r))

は、昼間において、L前(r)からL後(r)に低減したときの年

間当たり、１人当たりの便益を示している。 

③人口密度をp(人/m2)（一定とみなす。）とすると、Ａ

地先での騒音対策による、年間当たりの便益B[円/年]は、 

B � � 〈16 24⁄ 
��
昼 ��前
���� � ��
昼 ��後

����� ���
��

8 24⁄ 
��
夜��前
���� � ��
夜��後

�����〉 ����       (1a) 

� 7,210万円/年 

図―８にＡ地先での費用便益の経時比較を示す。今回

のＡ地先での騒音振動対策は2570/7210=約0.36年=約4.3ヵ

月でB>Cとなり、便益が費用を上回ること証明できた。 

 

 

表―４ 騒音対策前後の騒音レベル 

 昼間(6:00-22:00) 夜間(22:00-6:00) 

騒音対策前 65.13dB 63.58dB 

騒音対策後 62.15dB 60.19dB 

 

 

図―７ 騒音対策前後の騒音レベル空間分布（夜間） 

 

 
図―８ Ａ地先での費用便益の経時比較 

 

5.  結論及び今後の課題 

 

 今回は、騒音振動対策について、ＣＶＭを用いて費

用便益分析を行い、実施正当性の定量的評価を行った。 

その結果、約4.3ヵ月で騒音低減による便益Bが騒音対策

費用Cを上回り、今回の騒音対策の実施が適正であった

という結論を導いた。 

 さらに将来的には、あらかじめ騒音振動低減効果

X[dB]と費用C(X)の関係を求めて、CVMにより、

B(X)/C(X)が最大となるXを決定することができ、騒音振

動対策の最適化を計画できると考えられる。 
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